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労働者の就寝の先延ばしに関係する労働要因の検討

研究目的

我が国では生産年齢人口が減少に伴う生産性の低下が大きな社会課題となっている。そのため企業では，労

働者の健康保持を通して労働パフォーマンスの改善を図る「健康経営」の一環として，生活習慣を改善する取

り組みが行われている。特に睡眠による休息感の不足は生産性に強く関係し，社員１名あたりの年間損失コス

トは32万円以上となる（経済産業省，2016）。したがって，労働者の睡眠対策は喫緊の課題である。

近年，睡眠に悪影響を及ぼす就寝前の行動として，就寝の先延ばし（特別な用事がないにもかかわらず意図

した時刻よりも就寝時刻を先延ばししてしまう傾向）の問題への注目が高まっている。2024年に入り民間企業

の調査により，自由な時間がほとんどない日々によって睡眠時間を削って自由時間を手に入れる，いわゆる

「リベンジ夜更かし」をする者が45.8％いることが報告された（セイコーグループ，2024）。リベンジ夜更か

しは高ストレスの仕事で１日の大半を占める者が行いやすいとされている（Suni et al., 2023）。しかし，具体

的にどのような労働要因が就寝の先延ばしと関係するかは明らかとなっていない。

そこで本研究では，インターネットモニター調査を行い，労働者を対象に労働要因（労働時間，通勤時間，

職業性ストレスなど）と就寝の先延ばしとの関係を検討する。
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研究実施計画の大要

 ・調査に先立ち筑波大学体育系研究倫理委員会の承認を得る（2025年１～３月）。

 ・調査準備を行う（インターネット調査会社と相談，パネル選定，調査票準備：2025年４月）。

調査項目：①属性（年齢，性別，婚姻状況，同居の状況，所得，雇用形態，職種），②就寝の先延ばし尺度

（Hazumi et al., 2024）：８項目，③１日当たりの労働時間，④通勤時間，通勤方法，⑤職業性ストレス簡易調

査票（下光他，1998）：仕事のストレス要因17項目，修飾要因（上司，同僚，家族友人のサポート）９項目

 ・調査を行う（2025年５～６月）。

倫理的配慮はアンケートの最初のページに提示し，同意できる場合に回答を進めてもらう。

 ・データ整備（2025年７月）：研究補助員を雇用して進める。

 ・データ解析（2025年８月）：研究補助員を雇用して進める。

①属性により就寝の先延ばし傾向に違いがあるか検討する。

②労働時間，通勤時間・方法，仕事のストレス要因と就寝の先延ばしとの関係を検討する。

③②で認めた有意な関係を，修飾要因が緩衝するか検討する。

 ・成果発表準備（学会演題登録，論文執筆・投稿：2025年９～12月）

Ⅰ　緒　言

わが国では，少子高齢化の進行に伴う生産年齢人口の減少は深刻な問題である。今後この減少はさら

に加速していくことが予想されるため，生産性低下が社会的な課題の一つとなっている。この課題の解

決のためには，労働者一人ひとりのパフォーマンスの向上が重要であり，その方策の一つとして労働者

の健康の保持増進に取り組んでいくことが必要である。

そうした取り組みを行う上で，近年では，企業には労働者の健康の保持増進を通じて労働パフォーマ

ンスの向上を図る「健康経営」が推進されている。「健康経営」とは，従業員等の健康保持・増進の取組

が，将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下，経営的視点から考え，戦略的に実践すること

である１）。具体的な取り組みとしては，健康経営計画の策定や，健康経営の実践に向けた土台作り，生

活習慣の改善などが挙げられ，企業による実践が求められている。なかでも，生活習慣の改善は多くの

企業が取り組んでおり，運動機会の増進，食生活の改善，睡眠セミナーの実施などが行われている２）。

労働パフォーマンスの関連要因について，生活習慣の中でも睡眠が重要とするエビデンスが増えてき

ている。最近では，睡眠の質の一つの指標であり，「睡眠で休養が取れている感覚」を示す睡眠休養

感３）が，生活習慣の中で労働パフォーマンスと最も強く関連していることが報告されている４）。また，

経済産業省の試算では，睡眠休養感の不足に関する社員１名あたりの年間損失コストは32万円以上とな

ることが報告されている５）。さらに，わが国は経済協力開発機構（OECD）加盟国の中で最も睡眠時間
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が短い国である６）。睡眠時間の延伸は睡眠の質の向上につながることから７, ８），睡眠時間の確保も非常

に重要である。したがって，労働者の睡眠対策は喫緊の課題である。

睡眠時間を確保するためには，早く寝ることがまず対策の一つとして挙げられよう。しかし，日々の

労働はもちろんのこと，家事や子育て，介護など，多くの役割をこなすためにたくさんの時間を必要と

する者が多いことが想定される。このような場合，必要な活動を効率的にこなすためのタイムマネジメ

ントが求められるが，解決は容易ではない。

一方で，特に理由もなく就寝時刻が遅くなってしまう者も多いことが示唆され始めている。この問題

については，比較的対策しやすいと言えよう。このような，特別な用事がないにもかかわらず，意図し

ていた時刻よりも就寝を遅らせてしまう傾向は「就寝の先延ばし傾向（Bedtime Procrastination）」９）と

呼ばれる。わが国の労働者を対象とした実証研究は僅少なものの10），就寝の先延ばし傾向は，睡眠時間

の短さや睡眠の質の低さと関連することが報告されており11），近年新たな課題として注目されつつある。

労働者において対策を考えるうえでは，一日の多くの時間を費やす就労に関する要因との関係を考慮

することが重要である。就寝の先延ばし傾向に関する文脈としては，日中に自由時間が不足していたり，

充実感が得られなかったりすることによって，睡眠を犠牲にして余暇を楽しむ「リベンジ夜更かし」12）

が問題視されている。民間企業の調査においては，リベンジ夜更かしの経験者は45.8%，週１日以上行っ

ている者は27.4%にのぼることが報告されている13）。こうした背景を考えると，労働時間や通勤時間の

長さや就労に関わる心理社会的要因が，就寝の先延ばし傾向に関係する可能性が考えられる。また，勤

務形態やテレワークの有無といった働き方についても，睡眠の量的・質的指標との関係が報告されてい

ることから14–17），これらが就寝の先延ばし傾向に関係することも考えられる。しかし，どのような労働

要因が関係するかは明らかにされてない。

そこで本研究では，わが国の労働者における就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣，睡眠休養感との関係を

検討したうえで，就寝の先延ばし傾向に関係する労働要因を検討した。

Ⅱ　研究方法

１．調査対象者

2025年４月にインターネットモニター調査を実施した。対象者は，20～64歳の会社員，公務員，医

療従事者，計4000名であり，性・年齢（10歳刻み）比が2024年の労働力調査18）と同等になるように

した。分析には，回答に不備がない3516名（有効回答率：87.9％）のデータを用いた。

２．調査項目

１）属性

対象者の年齢，性別，婚姻の有無，子どもの有無，世帯収入（「100万未満」～「2,000万以上」）

について調査した。



−74−

２）就寝の先延ばし傾向

就寝先延ばし傾向については，日本語版Bedtime Procrastination Scale10）を使用した。本尺度

は，８項目から構成されており，回答者は各項目について「まったく当てはまらない」～「非常に

あてはまる」の５件法で回答する。各項目に１～５点を付与し，その平均得点を就寝の先延ばし傾

向得点とする。得点が高いほど意図的に就寝を遅らせる傾向が強い状態であることを示す。

３）睡眠習慣

睡眠習慣については，就労日と休日それぞれの起床時刻，就寝時刻，実際の睡眠時間の長さを調

査した。また，これらのデータから，睡眠中央時刻（就寝時刻と起床時刻の中間の時刻），就床時間

（就寝時刻から起床時刻までの時間の長さ），および社会的時差ぼけの程度（就労日と休日の睡眠中

央時刻の差）を算出した。

４）睡眠休養感

睡眠休養感については，日本語版Restorative Sleep Questionnaire19）を用いた。これは，寝床を

出てから約30分後の状態について質問するものである。９つの質問に対して，回答者は，「まった

く」～「非常に」の５件法で回答する。各項目には１～５点が付与される。全項目の平均値から１

を引いたものに25をかけた点数が睡眠休養感得点となる（睡眠休養感得点＝（全項目の平均値–1）

×25）。得点範囲は０～100点で，得点が高いほど休息感のある睡眠がとれていることを示す。なお，

９項目中３項目は反転項目となっている。

５）労働状況

勤務形態（固定時間制，交代制（シフト制），フレックスタイム制，裁量労働制，その他），週あ

たりの実労働時間，通勤時間（片道），テレワークの有無，職業性ストレッサー，ソーシャルサポー

トについて調査した。

職業性ストレッサーについては，「職業性ストレス簡易調査票」20）から仕事のストレス要因（仕事

の負担（量），仕事の負担（質），身体的負担，対人関係，物理的環境，コントロール，技能の活用

度，仕事の適正度，働きがい）に関する17項目を用いた。回答者はこれらの項目について，「そう

だ」～「ちがう」の４件法で回答する。各項目の回答には１～４点が付与され，各因子の平均得点

を求める。仕事の負担（量），仕事の負担（質），身体的負担，対人関係，物理的環境は得点が高い

ほど，コントロール，技能の活用度，仕事の適正度，働きがいは得点が低いほど，それぞれストレ

ス度が高いことを示す。

ソーシャルサポートについては，「職業性ストレス簡易調査票」20）の修飾要因から上司，同僚のサ

ポートに関する質問項目を用いた。本尺度の回答者は，それぞれの質問について「非常に」～「まっ

たくない」の４件法で回答する。各項目の回答には１～４点が付与され，各因子の平均得点を求め

る。得点が高いほどサポートが大きいことを示す。
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３．分析方法

記述統計を確認したのち，対象者を性別に層化して，睡眠習慣の各変数，睡眠休養感と就寝の先延

ばし傾向との関係をPearsonの積率相関分析により検討した。その後，就寝の先延ばし傾向を説明変

数，睡眠習慣の各変数と睡眠休養感を目的変数，属性（年齢，婚姻の有無，子どもの有無，世帯収入）

と勤務形態，実労働時間を調整変数とした重回帰分析をおこなった。重回帰分析の結果は，Benjamini-

Hochberg法21）にてｐの補正を行い，多重検定の問題に配慮した。また，各目的変数における非標準

偏帰係数の性差を，ｚ検定により検討した。これらの分析においても，分析時には，Benjamini-

Hochberg法にてｐの補正を行った。

上記の分析後，労働要因（勤務形態，週あたりの実労働時間，通勤時間，テレワークの有無，職業

性ストレッサー，およびソーシャルサポート）と就寝の先延ばし傾向との関係を，ｔ検定，分散分析

およびPearsonの積率相関分析により検討した。その後，就寝の先延ばし傾向を目的変数，労働要因

を説明変数，属性（年齢，婚姻の有無，子どもの有無，世帯収入）を調整変数とした重回帰分析をお

こなった。なお，職業性ストレッサーの仕事の負担（量）と（質），上司と同僚のサポートは，それぞ

れ強い相関関係にあったため，得点を合計して用いた。これらの分析についても性別に層化して行っ

た。また，勤務形態は「固定時間制」，「交代制（シフト制）」，「その他（フレックスタイム制，裁量労

働制，その他）」の３群にして分析に用いた。

統計解析にはSPSS Statistics version 30.0 for Windows（IBM Corp., Armonk, NY, USA）を使用

し，有意水準は５%とした。

Ⅲ　研究結果

１．対象者の特徴

対象者の基本統計量を表１に示す。対象者の年齢は，44.2±11.6歳であり，男性が1915名（54.5％），

女性が1601名（45.5％）であった。就寝の先延ばし傾向の平均得点は，2.7±0.9点であった。また，

平均起床時刻は就労日が7:04±1:35，休日が8:32±1:49であった。平均就寝時刻は就労日が23:53±

1:38，休日が0:11±1:41であった。平均睡眠時間は，就労日が６時間20分±１時間７分，休日が７

時間23分±１時間17分であった。

表 1　対象者の特徴
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 性別 男性 1915 (54.5) 
  女性 1601 (45.5) 
 婚姻状況 未婚 1752 (49.8) 
  既婚 1764 (50.2) 
 子ども あり 1511 (43.0) 
  なし 2005 (57.0) 
 世帯収入 100 万未満 58 (1.6) 
  100～200 万未満 113 (3.2) 
  200～300 万未満 315 (9.0) 
  300～400 万未満 439 (12.5) 
  400～500 万未満 436 (12.4) 
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表 1　対象者の特徴 （続き）
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Hochberg法 21)にてpの補正を行い、多重検定の問題に配慮した。また、各目的変数における非標準偏

帰係数の性差を、z検定により検討した。これらの分析においても、分析時には、Benjamini-Hochberg

法にてpの補正を行った。 

上記の分析後、労働要因（勤務形態、週あたりの実労働時間、通勤時間、テレワークの有無、職業

性ストレッサー、およびソーシャルサポート）と就寝の先延ばし傾向との関係を、t 検定、分散分析

およびPearsonの積率相関分析により検討した。その後、就寝の先延ばし傾向を目的変数、労働要因

を説明変数、属性（年齢、婚姻の有無、子どもの有無、世帯収入）を調整変数とした重回帰分析をお

こなった。なお、職業性ストレッサーの仕事の負担（量）と（質）、上司と同僚のサポートは、それぞ

れ強い相関関係にあったため、得点を合計して用いた。これらの分析についても性別に層化して行っ

た。また、勤務形態は「固定時間制」、「交代制（シフト制）」、「その他（フレックスタイム制、裁量労

働制、その他）」の3群にして分析に用いた。 

統計解析にはSPSS Statistics version 30.0 for Windows (IBM Corp., Armonk, NY, USA)を使用

し、有意水準は5%とした。 

 

 

Ⅲ 研究結果 

 
１．対象者の特徴 

対象者の基本統計量を表1に示す。対象者の年齢は、44.2±11.6歳であり、男性が1915名（54.5％）、

女性が1601名（45.5％）であった。就寝の先延ばし傾向の平均得点は、2.7±0.9点であった。また、

平均起床時刻は就労日が 7:04±1:35、休日が 8:32±1:49 であった。平均就寝時刻は就労日が 23:53

±1:38、休日が0:11±1:41 であった。平均睡眠時間は、就労日が6時間20分±1時間7分、休日が

7時間23分±1時間17分であった。 

 
表１ 対象者の特徴 

   Mean±SD or n(%) 

属性 年齢  44.2 ± 11.6 
 性別 男性 1915 (54.5) 
  女性 1601 (45.5) 
 婚姻状況 未婚 1752 (49.8) 
  既婚 1764 (50.2) 
 子ども あり 1511 (43.0) 
  なし 2005 (57.0) 
 世帯収入 100 万未満 58 (1.6) 
  100～200 万未満 113 (3.2) 
  200～300 万未満 315 (9.0) 
  300～400 万未満 439 (12.5) 
  400～500 万未満 436 (12.4) 
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表１ 対象者の特徴（続き） 

   Mean±SD or n(%) 
  500～600 万未満 404 (11.5) 
  600～700 万未満 313 (8.9) 
  700～800 万未満 325 (9.2) 
  800～900 万未満 271 (7.7) 
  900～1000 万未満 224 (6.4) 
  1000～1200 万未満 274 (7.8) 
  1200～1500 万未満 180 (5.1) 
  1500～1800 万未満 58 (1.6) 
  1800～2000 万未満 27 (0.8) 
  2000 万以上 79 (2.2) 

就寝の先延ばし傾向 (点)  2.7 ± 0.9 

睡眠習慣     

 起床時刻 就労日 7:04 ±1:35 

  休日 8:32 ±1:49 

 就寝時刻 就労日 23:53 ±1:38 

  休日 0:11 ±1:41 

 睡眠中央時刻 就労日 3:23 ±1:17 

  休日 4:18 ±1:39 

 就床時間 就労日 7:06 ±1:18 

  休日 8:20 ±1:36 

 睡眠時間 就労日 6:20 ±1:07 

  休日 7:23 ±1:17 

 社会的時差ぼけ  0:59 ±1:02 

睡眠休養感 (点)  47.4 ±18.3 

労働要因 勤務形態 固定時間制 2269 (64.5) 
  交代制（シフト制） 629 (17.9) 
  フレックスタイム制 476 (13.5) 
  裁量労働制 135 (3.8) 
  その他 7 (0.2) 
 実労働時間(時間/週）  41.7 ± 7.6 
 通勤時間（分/片道）  38.3 ± 26.6 
 テレワーク あり 912 (25.9) 
 職業性ストレッサー（点） 仕事の負担 5.1 ± 1.3 
  身体的負担 2.1 ± 1.0 
  対人関係 2.2 ± 0.6 
  物理的環境 2.2 ± 0.9 
  コントロール 2.6 ± 0.7 
  技術の活用度 2.7 ± 0.8 
  仕事の適正度 2.8 ± 0.8 
  働きがい 2.6 ± 0.8 
 ソーシャルサポート（上司・同僚）（点） 4.7 ± 1.4 
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２．就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣，睡眠休養感との関係

就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣，睡眠休養感との相関について表２に示す。男性では，就寝の先延

ばし傾向に対して，起床時刻（就労日，休日），就寝時刻（就労日，休日），睡眠中央時刻（就労日，

休日），就床時間（休日），社会的時差ぼけがそれぞれ有意な正の相関を認めた。また，就床時間（就

労日），睡眠時間（就労日），睡眠休養感は有意な負の相関を認めた。女性においても，有意な相関を

認めた変数は概ね変わらなかったが，就床時間（休日）では有意な相関を認めなかった。

属性，勤務形態，実労働時間を調整した就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣，睡眠休息感との関係につ

いて分析した結果を表３に示す。男女とも就寝の先延ばし傾向は休日の就床時間を除くすべての目的

変数で有意な関連を認めた。また，非標準偏回帰係数を性別に比較した結果，女性の方が男性よりも，

就労日の就床時間と睡眠時間において，就寝の先延ばし傾向の非標準偏回帰係数の絶対値が有意に高

かった。
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表２ 就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣、睡眠休養感との相関 

  男性 女性 

  r p r p 

起床時刻 就労日 0.114 <0.001 0.115 <0.001 
 休日 0.257 <0.001 0.292 <0.001 

就寝時刻 就労日 0.185 <0.001 0.333 <0.001 
 休日 0.214 <0.001 0.323 <0.001 

睡眠中央時刻 就労日 0.140 <0.001 0.274 <0.001 
 休日 0.244 <0.001 0.341 <0.001 

就床時間 就労日 -0.100 <0.001 -0.244 <0.001 
 休日 0.067 0.003 -0.004 0.884 

睡眠時間 就労日 -0.192 <0.001 -0.320 <0.001 
 休日 -0.008 0.737 -0.034 0.174 

社会的時差ぼけ  0.162 <0.001 0.214 <0.001 

睡眠休養感  -0.435 <0.001 -0.432 <0.001 

Pearson の積率相関分析     

 
属性、勤務形態、実労働時間を調整した就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣、睡眠休息感との関係につい

て分析した結果を表3に示す。男女とも就寝の先延ばし傾向は休日の就床時間を除くすべての目的変数

で有意な関連を認めた。また、非標準偏回帰係数を性別に比較した結果、女性の方が男性よりも、就労

日の就床時間と睡眠時間において、就寝の先延ばし傾向の非標準偏回帰係数の絶対値が有意に高かった。 

 
表３ 就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣、睡眠休養感の関係 

    男性 女性 性差 

目的変数   b SE β pa b SE β pa pb 

起床時刻 就労日 0.201 0.053 0.089 <0.001 0.134 0.035 0.095 <0.001 0.439 

 休日 0.476 0.052 0.208 <0.001 0.519 0.046 0.265 <0.001 0.582 

就寝時刻 就労日 0.410 0.052 0.185 <0.001 0.546 0.038 0.339 <0.001 0.101 

 休日 0.435 0.050 0.202 <0.001 0.585 0.042 0.326 <0.001 0.088 

睡眠中央時刻 就労日 0.274 0.051 0.127 <0.001 0.342 0.031 0.267 <0.001 0.434 

  休日 0.466 0.049 0.216 <0.001 0.551 0.039 0.327 <0.001 0.352 

 

表 2　就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣， 睡眠休養感との相関

表 3　就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣， 睡眠休養感の関係
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３．就寝の先延ばし傾向と労働要因との関係

就寝の先延ばし傾向と勤務形態，テレワークとの関係を検討した結果を表４に示す。男女ともに勤

務形態によって就寝の先延ばし傾向に有意差を認めた。多重比較の結果，男性では交代制（シフト制）

が固定時間制およびその他よりも就寝の先延ばし傾向が有意に高く，女性では交代制（シフト制）が

固定時間制よりも有意に高かった。また，テレワークの有無は女性においてのみ有意差を認め，「あ

り」の方が「なし」よりも有意に高かった。

表 3　就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣， 睡眠休養感の関係 （続き）
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表３ 就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣、睡眠休養感の関係（続き） 

  男性 女性 性差 

目的変数  b SE β pa b SE β pa pb 

就床時間 就労日 -0.221 0.036 -0.141 <0.001 -0.407 0.035 -0.271 <0.001 0.003 

 休日 0.038 0.044 0.020 0.382 -0.066 0.046 -0.035 0.154 0.244 

睡眠時間 就労日 -0.294 0.031 -0.217 <0.001 -0.438 0.029 -0.343 <0.001 0.004 

 休日 -0.073 0.036 -0.048 0.043 -0.090 0.037 -0.060 0.014 0.737 

社会的時差ぼけ 0.179 0.032 0.130 <0.001 0.206 0.026 0.197 <0.001 0.513 

睡眠休養感 -9.405 0.465 -0.430 <0.001 -8.955 0.478 -0.422 <0.001 0.500 

SE: 標準誤差 

a: 年齢、婚姻の有無、子どもの有無、世帯収入、住居の種類、勤務状態、実労働時間を調整変数とした重回帰

分析（Benjamini-Hochberg 法にて p の補正を行った） 

b: z 検定（Benjamini-Hochberg 法にて p の補正を行った） 
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表３ 就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣、睡眠休養感の関係（続き） 
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SE: 標準誤差 
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続いて，就寝の先延ばし傾向と実労働時間，通勤時間，職業性ストレッサー，ソーシャルサポート

との関係について，Pearsonの積率相関分析を実施した結果を表５に示す。就寝の先延ばし傾向に対

して，男性では，実労働時間，職業性ストレッサーの仕事の負担，身体的負担，対人関係，物理的環

境が有意な正の相関を，職業性ストレッサーのコントロール，技術の活用度，仕事の適正度，働きが

い，およびソーシャルサポートが有意な負の相関を認めた。女性では，実労働時間，通勤時間，職業

性ストレッサーの仕事の負担，身体的負担，対人関係，物理的環境が有意な正の相関を，職業性スト

レッサーのコントロール，仕事の適正度，働きがい，およびソーシャルサポートが有意な負の相関を

認めた。

続いて，年齢，婚姻の有無，子どもの有無，世帯収入を調整変数とした重回帰分析を表６に示す。

就寝の先延ばし傾向に対して，男性では，実労働時間（β= 0.050, p=0.020），職業性ストレッサー

の仕事の負担（β= 0.065, p=0.005），対人関係（β= 0.169, p<0.001），物理的環境（β= 0.076, 

p=0.002）が有意な正の関連を，テレワーク（β=－0.058, p=0.019）と職業性ストレッサーのコン

トロール（β=－0.120, p<0.001）が有意な負の関連を認めた。女性では，職業性ストレッサーのう

ち仕事の負担（β= 0.157, p<0.001）が有意な正の関連を，テレワークの活用（β=－0.056, p=0.039），

職業性ストレッサーのコントロール（β=－0.092, p=0.001）と働きがい（β=－0.077, p=0.021）

が有意な負の関連を認めた。

表 5　�就寝の先延ばし傾向と実労働時間，通勤時間，職業性ストレッサー，

ソーシャルサポートとの相関
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ーの仕事の負担、身体的負担、対人関係、物理的環境が有意な正の相関を、職業性ストレッサーのコン
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表５ 就寝の先延ばし傾向と実労働時間、通勤時間、職業性ストレッサー、 

ソーシャルサポートとの相関 

  男性 女性 

 r p r p 

実労働時間 0.094 <0.001 0.066 0.008 

通勤時間  -0.026 0.262 0.059 0.019 

職業性ストレッサー 仕事の負担 0.140 <0.001 0.194 <0.001 

 身体的負担 0.158 <0.001 0.111 <0.001 

 対人関係 0.293 <0.001 0.151 <0.001 

 物理的環境 0.225 <0.001 0.136 <0.001 

 コントロール -0.231 <0.001 -0.178 <0.001 

 技術の活用度 -0.097 <0.001 -0.031 0.222 

 仕事の適正度 -0.180 <0.001 -0.104 <0.001 

 働きがい -0.141 <0.001 -0.103 <0.001 

ソーシャルサポート（上司・同僚） -0.114 <0.001 -0.083 0.001 

Pearson の積率相関分析    

 
続いて、年齢、婚姻の有無、子どもの有無、世帯収入を調整変数とした重回帰分析を表 6 に示す。就

寝の先延ばし傾向に対して、男性では、実労働時間（β=0.050, p=0.020）、職業性ストレッサーの仕事の

負担（β=0.065, p=0.005）、対人関係（β=0.169, p<0.001）、物理的環境（β＝0.076, p=0.002）が有意な

正の関連を、テレワーク（β=－0.058, p=0.019）と職業性ストレッサーのコントロール（β=－0.120, 

p<0.001）が有意な負の関連を認めた。女性では、職業性ストレッサーのうち仕事の負担（β=0.157, 

p<0.001）が有意な正の関連を、テレワークの活用（β=－0.056, p=0.039）、職業性ストレッサーのコン

トロール（β=－0.092, p=0.001）と働きがい（β=－0.077, p=0.022）が有意な負の関連を認めた。 
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Ⅳ　考　察

本研究では，わが国の労働者における就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣，睡眠休養感との関係を検討し

たうえで，就寝の先延ばし傾向に関係する労働要因を検討した。

まず，就寝の先延ばし傾向と睡眠習慣，睡眠休養感との関係については，就労日と休日の起床時刻，

就寝時刻，睡眠中央時刻および睡眠時間，休日の就床時間，さらに社会的時差ぼけや睡眠休養感と有意

な関連を認める結果となった。これまでの海外での研究においては，就寝の先延ばし傾向の強さが睡眠

時間の短さや睡眠の質の不良さと関係することが報告されている11）。また，わが国におけるわずかな研

究においては，就寝の先延ばし傾向の強さが就労日と休日の睡眠時間の長さや睡眠中央時刻の遅さ，睡

眠不足を感じる頻度の多さと関連することが報告されている10）。これらの知見は本研究の結果を支持す

るものであると考えられる。

睡眠習慣の各変数の標準偏回帰係数の絶対値を見ていくと，就労日の起床時刻や休日の睡眠時間のも

のは有意な関連を認めているものの，値は0.1未満と，他の変数における値と比較して小さい。これらを

ふまえると，就寝の先延ばし傾向が強い者は，就労日では就床時刻が遅くなる一方で，起床時刻の遅延

は限定的であり，結果的に就床時間や睡眠時間が短くなると推察される。休日では，就寝時刻・起床時

表 6　就寝の先延ばし傾向に関係する労働要因
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表６ 就寝の先延ばし傾向に関係する労働要因 

    男性 女性 

    β p β p 

勤務形態（基準：固定時間制） 交代制（シフト制） 0.033 0.132 0.027 0.301 

 その他 0.042 0.073 0.003 0.923 

実労働時間  0.050 0.020 0.027 0.285 

通勤時間  -0.009 0.679 0.029 0.243 

テレワーク(基準：なし) あり -0.058 0.015 -0.056 0.039 

職業性ストレッサー 仕事の負担 0.065 0.005 0.157 <0.001 

 身体的負担 0.035 0.154 0.018 0.550 

 対人関係 0.169 <0.001 0.022 0.496 

 物理的環境 0.076 0.002 0.049 0.079 

 コントロール -0.120 <0.001 -0.092 0.001 

 技術の活用度 0.027 0.243 -0.010 0.699 

 仕事の適正度 -0.035 0.195 0.007 0.814 

 働きがい -0.029 0.288 -0.077 0.021 

ソーシャルサポート 0.013 0.600 -0.005 0.857 

属性（年齢、婚姻状況、子どもの有無、世帯収入）を調整した重回帰分析   
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刻ともに遅くなる結果，就床時間や睡眠時間はさほど短くはならないものと考えられる。さらに，これ

ら就労日と休日の違いが，睡眠中央時刻の差の拡大につながり，社会的時差ぼけが強くなるという関係

性が考えられる。

睡眠休養感との関係性についてみると，比較的大きな標準偏回帰係数が男女ともに示された。睡眠休

養感は労働パフォーマンスと強い関連を示す指標であることが報告されている４）。したがって，就寝の

先延ばし傾向への対策が，労働パフォーマンス向上に寄与する可能性が示唆される。

なお，本研究では男女別に分析を行い，各変数の非標準偏回帰係数の性差を検討した。その結果，女

性の方が就寝の先延ばし傾向と就労日の就床時間および睡眠時間との関係が男性より強かった。したがっ

て，女性は就寝の先延ばし傾向への対策がより重要である可能性が示唆された。

続いて，就寝の先延ばし傾向に関係する労働要因を検討した結果，まず男女ともに有意な関連を認め

たのはテレワーク，および職業性ストレッサーの仕事の負担とコントロールであった。

テレワークについては，就寝時刻や起床時刻の遅さとの関係を示唆する研究が散見される。イタリア

のオフィスワーカーを対象とした研究では，完全にテレワークの者は完全にオフィス勤務の者と比べて

就寝時刻と起床時刻が遅いことが報告されている15）。また，シンガポールのオフィスワーカーを対象と

した研究では，テレワーク日は出社日に比べて就寝・起床時刻が遅いことが報告されている16）。睡眠時

間の延伸や不眠症状の軽減などのメリットも認められるが17），睡眠・覚醒リズムの遅延を避けるために，

就寝の先延ばし傾向を軽減するための対策は必要と考えられる。

職業性ストレッサーと就寝の先延ばし傾向との関係について，ストレスコーピングの観点から考える

と，不適切な対処行動として，就寝の先延ばしという現象が生じている可能性が考えられる。実際に，

知覚されるストレスが高いほど将来より現在の快楽を優先する傾向が高く，それが就寝の先延ばし傾向

に関係するという関連構造が認められることを報告した研究知見がある22）。また，日中のストレスと睡

眠時間や睡眠の質との関係は就寝の先延ばし傾向によって一部媒介されていることが報告されている23）。

したがって，職業性ストレッサーへの対処が，就寝の先延ばし傾向への対策，そしてひいては労働者の

睡眠問題の対策につながると考えられる。職業性ストレッサーのなかでも仕事の負担感やコントロール

は，1979年にKarasekにより「Job de-mands-control model」24）として整理されているとおり，古く

から重要な職業上の心理社会的要因と考えられているが，本知見により就寝の先延ばし傾向への対策を

考えるうえでも，男女共通した要因となりうることが示唆された。

さらに，男性では週あたりの実労働時間が就寝の先延ばし傾向に関連した。これは，上述の仕事の負

担感と共通するものと考えられ，男性においてその問題がより強く関係しているものと示唆される。加

えて，男性では「対人関係」と「物理的環境」に関するストレッサーが，女性では「働きがい」に関す

るストレッサーが，それぞれ就寝の先延ばし傾向に関連した。これらのメカニズムについては今後さら

に検討していく必要があるが，これらの問題の改善が労働者の就寝の先延ばし傾向への対策に繋がるこ

とが示唆される。

本研究には，いくつかの限界点がある。まず，本研究は横断研究のため，就寝の先延ばし傾向と睡眠

習慣や睡眠休養感との関係や，就寝の先延ばし傾向と労働要因との関係について，因果を明確にするこ
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とはできない。また，本研究ではアンケートモニターを使用した調査によってデータを収集したため，

サンプリングバイアスの問題が存在する。さらに，労働時間や通勤時間といった客観的に計測を行うこ

とできる指標が回答者の主観的な評価になっており，報告バイアスがかかっている可能性が否定できな

いことに留意する必要がある。

Ⅴ　結　語

本研究により，これまで研究知見の少なかったわが国においても，就寝の先延ばし傾向は労働者の睡

眠問題への対策のために着目すべき課題であることが示唆された。また，労働者の生活の中心となる労

働に関係する要因に着目すると，テレワークを活用している者，仕事の負担感が高い者，コントロール

感が低い者は，就寝の先延ばし傾向が強い可能性が示唆された。さらに，男性では実労働時間の長さや

職場の社会的・物理的環境に関するストレッサーが，女性では働きがいの低さが就寝の先延ばし傾向に

関係している可能性が示唆された。
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